












要約:市町村主体での母子保健事業実施における食生活支援体制のあり方を検討すること

を目的に、初年度は一医療機関での妊産婦に対する支援の実態を調査し、地域内施設間お

よび専門職種間の連携の必要性を提言した。次年度は、専門職種のあり方やその方法を検

討することを目的に保健所における専門職種間の連携状況および保健所と地域内施設間の

連携状況の実態を把握した。その結果、今後の行政がなすべき対策を具体化するためには、

地域住民の評価が必要であると感じ、今回、助産婦が在籍する保健所管内の市町村に居住

する住民を対象に、母子保健に関する専門職種へのニーズ調査を実施した。その結果、母

子保健サービスにおける住民のニーズが多岐多様であり、必ずしも住民のニーズにあって

いない現状であった。多様化した住民のニーズに対応するには、マンパワー不足が重要な

課題ではあることはいうまでもなく、専門職種の質の向上および効率的な支援方法が不可

欠である。効率的方法のためには多職種間の連携の強化、さらに地域内施設間の連携の強

化が重要であり、これらを裏付ける結果が得られた。


